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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第３四半期連結
累計期間

第23期
第３四半期連結
会計期間

第22期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 28,046 8,401 54,634

経常利益または経常損失（△）（百万円） 1,380 △390 6,157

四半期（当期）純利益または四半期純損失（△）（百万円） 448 △451 3,636

純資産額（百万円） － 39,181 39,500

総資産額（百万円） － 113,966 139,880

１株当たり純資産額（円） － 1,573.931,586.76

１株当たり四半期（当期）純利益金額または１株当たり四半期純損

失金額（△）（円）
18.00 △18.14 142.50

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） - - -

自己資本比率（％） - 34.4 28.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,899 － △13,800

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△135 － △518

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△12,500 － 3,038

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 19,006 35,541

従業員数（人） － 397 390

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、また、第23

期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 397 (806)

（注）　　従業員は就業人員（当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者

数（契約社員、常用パート、パートタイマーを含んでおります。）は当第３四半期連結会計期間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 216 (14)

（注）　　従業員は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（契約社員を含ん

でおります。）は当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約実績

　当第３四半期連結会計期間における契約状況を示すと次のとおりであります。

  

 
契約高 契約残高

数量
金額

（百万円）
数量

金額
（百万円）

中高層住宅
戸     戸     

102 2,857 99 3,149

オフィスビル等
棟

－
－

棟

2
14,100

土地・建物

戸

－

戸

－
－ －

㎡ ㎡

－ －

計

戸

2,857

戸

17,249

102

棟

－

99

棟

2

㎡ ㎡

－ －

（注）１．土地・建物の数量㎡は、土地の実測面積を記載しております。

　　　２．金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

不動産販売事業 6,905

不動産賃貸事業 474

その他事業 1,021

合計 8,401

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

  当四半期連結会計期間の財政状況及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

  なお、文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（1）業績の状況

　　　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気減速が強まる中、金融機関のバランスシートが相対的

に健全性を維持していることなどから円高が更に進み、輸出関連企業の業績下方修正が相次ぐ結果、景気の悪化が浮

き彫りとなりました。

      国内不動産市場におきましては、非正規雇用者を中心に雇用調整が進むなど、所得環境・個人消費いずれにおいて

もデフレ傾向が再燃し、住宅販売の低調が続いております。首都圏マンション在庫も1万2千戸という高い水準に積み

上がる中、供給各社において価格の下方改定を進め販売努力を行うほか、アウトレットマンションという割安な買取

再販が社会的にも注目されつつありますが、現時点では在庫消化のペースは緩やかなものにとどまり、不動産価格の

安定にはしばらく時間がかかる環境が続いております。

      このような中、当社におきましては全社営業体制に転換し、マンション販売に注力する一方で、厚い手元流動性と販

売力を活かした他社開発残戸の買取再販事業に着手し、景気悪化のマイナス影響を最小限とすべく企業努力を重ねて

おりますが、一方でオフィスビルの一棟売却先である不動産会社の破綻が生じたことなどから、解約が生じる結果と

なり、売上計画は未達となりました。

      以上の結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は84億1百万円、経常損失は3億90百万円、四半期純損失は4

億51百万円となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

　①　不動産販売事業（マンション等の開発分譲）

　不動産販売事業におきましては、当第３四半期連結会計期間に分譲マンション102戸、オフィスビル1棟を販売し

たことにより、売上高69億5百万円、営業損失1億72百万円となりました。

 

　②　不動産賃貸事業（不動産賃貸及び付随業務）

　　　不動産賃貸事業におきましては、売上高は4億74百万円、営業利益2億29百万円となりました。　

 

　③　その他事業

　　　その他事業におきましては、不動産管理事業、住設企画販売事業を主体に、売上高は10億21百万円、営業利益　1億1

百万円となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　　  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

　 比165億34百万円減少し、190億6百万円となりました。

　　  当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失3億90百万円、棚卸資産の減少が23億87百万円

となったため、15億99百万円の資金の増加となりました。

 

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、3億2百万円の資金の増加となりました。主たる要因は、定期預金の払い戻

しによるものであります。

 

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、28億41百万円の資金の減少となりました。主たる要因は、プロジェクトが

終了したことによって不動産販売事業に伴う借入金が減少したことによるものであります。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　 なお、当社グループの中期経営計画「ＭＭ2010」（平成20年5月21日修正公表）の進捗状況は次のとおりとなって

　 おります。

　

 目標（平成21年度） 当第３四半期累計期間実績 平成20年３月期実績

　売上高経常利益率(%) 11.0 5.1 12.1

　3期の累積経常利益(億円) 180 72 60

　最終年度における純資産額

（億円）
430 379 383

　※数値は、単体ベース。

 

（4）研究開発活動

　　 該当事項はありません。

 

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　 　エンドユーザー向け分譲市場におきましては、単純な値引きに加え、キャッシュバックや宝くじ型のインセンティブな

ど多様なマーケティング手法が拡がっており、過去最大規模の住宅ローン減税の実施が概ね決定しております。こうし

た中、モデルルーム来場者は各社とも増加しており、実需を中心とした物件取得や中古マンション市場における取引な

ど動きが出始めており、価格下落には一定の歯止めがかかりつつあると感じられます。アウトレットマンションという

買取再販物件につきましても、とくにファミリー向け企画におきましては短期間に販売が伸びており、比較的早期に供

給がなくなるとの見通しも聞かれるようになりました。

     またファンド向け一棟売り案件に関しては、政策投資銀行を通じたREIT向け資金支援などが国交省からも打ち出さ

れており、下値不安が薄まりつつありますものの、新規物件取得という段階にまで回復するには今のところ至っていな

いと考えられ、価格的には持ち合いから将来反転の機を窺う状況が生まれつつあると考えます。

　他方、建築価格については世界的な資源価格の下落が鮮明になっており、原油価格はもちろん、鋼材価格もピークから

3割ほど下落したといわれておりますが、同時に急速な生産調整も進んでおり、過剰在庫が解消した後には下値安定に

向うものと思われます。

　　 当社では引き続きコア事業であるマンション分譲事業回帰を本格化し、足元は買取再販をはじめとした収益機会を限

定的なリスクと高い回転率の中で活用しつつ、中期的なマンション需要と価格回復を見据え、環境性・利便性・経済性

の3点を兼ね備えた良質住宅の企画開発にむけた用地取得の再開を視野にしてまいります。　

 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

　　 当社グループは、所要資金を内部資金及び借入金にて調達しております。内部資金については自己資本比率34.4％と相

応の厚みを有しており、借入金については、金融機関との間で長期にわたって構築した安定的な信用力を背景に、プロ

ジェクト単位の資金調達が可能となっておりますが、全社営業体制によりマンション在庫を低水準に維持しつつ、有利

子負債の返済を着実に進めてまいります。

　　 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は190億6百万円となっておりますが、買取再販ビジネスに

よる回転率の高い事業展開を行う一方、現在を仕入れ再開の機会として視野にいれながら財務活動によるキャッシュ

・フローの拡充を図ってまいります。

 

（7）経営者の問題認識と今後の方針について　

     引き続き不動産を取り巻く経営環境は厳しく、不動産事業者の経営破たんも打ち止めには至らないものの、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」の適用によって、バランスシートは健全化しており、急落が続いた2008年の流れから、低

位ながらも安定から反転を窺う金融環境・需要環境が緩やかながら形成されつつあると認識いたします。

     仕入れについては顧客ニーズを見据え厳選してまいりますが、エンドユーザーに良質な住宅を安定的に提供するこ

とが当社の一義的社会的使命と認識しており、そのために必要な用地仕入れと、ライフスタイルの変化に応じた最適な

商品企画・開発を進めてまいります。

     200年住宅構想にも適合するすぐれた住環境と資産価値を長期にわたってコミットするために、製販管一貫サポート

体制の上に、信頼のブランド力と財務の安定性を維持推進してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 104,000,000

計 104,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,000,000　　　　同　　左
㈱東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 26,000,000　 　　　　同　　左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日　

　～

平成20年12月31日

－　 26,000,000－ 3,537 －　　 5,395
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（５）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

  

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成20年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,106,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,892,300 247,372同上

単元未満株式 普通株式       1,500 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 26,000,000 － －

総株主の議決権 － 247,372 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が155,100株含まれております。また、「議

決権の数」には証券保管振替機構名義の株式に係る議決権1,551個は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明和地所㈱

東京都渋谷区神泉

町9-6明和地所渋

谷神泉ビル

1,106,200 － 1,106,200 4.25

計 － 1,106,200 － 1,106,200 4.25
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 795 916 813 692 611 555 474 463 455

最低（円） 652 751 651 583 337 350 310 295 330

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

（1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

就任
年月日

常勤監査役  原　宜二　
昭和11年

８月２日生

昭和35年４月 株式会社日本興業銀行入行

昭和60年６月 同行営業第八部長

昭和63年11月同行金融法人部長

平成元年６月 株式会社池田銀行常務取締役

平成５年４月 同行取締役副頭取

平成11年６月 株式会社池田銀行退任

平成11年６月 当社常勤監査役

平成16年６月 当社常勤監査役退任

平成16年７月 明和管理株式会社取締役

平成20年10月当社常勤監査役（現任）

平成20年10月明和ファイナンス株式会社監査役（現任）

平成20年10月明和管理株式会社監査役（現任）

平成20年10月明和ライフサポート株式会社監査役（現任）

（注）　 2
平成20年

10月１日

　（注）　退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成23年３月期に係る定時株

主総会の終結の時までであります。

（2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

　常勤監査役 －　 長谷川　行男　 平成20年９月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,757 36,495

受取手形及び売掛金 165 376

販売用不動産 23,172 20,309

仕掛販売用不動産 45,696 56,683

営業貸付金 1,850 2,382

繰延税金資産 39 315

その他 642 958

貸倒引当金 △3 △6

流動資産合計 91,323 117,515

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,816 6,012

土地 13,548 13,214

その他（純額） 107 115

有形固定資産合計 ※1
 19,472

※1
 19,342

無形固定資産

特許権 18 25

ソフトウエア 73 84

その他 41 42

無形固定資産合計 134 152

投資その他の資産

投資有価証券 1,560 1,514

繰延税金資産 485 367

その他 1,833 1,831

貸倒引当金 △843 △842

投資その他の資産合計 3,036 2,870

固定資産合計 22,642 22,365

資産合計 113,966 139,880
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 5,668 16,757

短期借入金 4,530 4,830

1年内返済予定の長期借入金 33,041 30,314

未払法人税等 44 1,440

前受金 1,363 2,323

賞与引当金 26 242

役員賞与引当金 55 73

役員退職慰労引当金 4 15

その他 716 947

流動負債合計 45,451 56,945

固定負債

長期借入金 28,512 42,691

退職給付引当金 83 78

役員退職慰労引当金 150 133

その他 586 530

固定負債合計 29,333 43,434

負債合計 74,784 100,380

純資産の部

株主資本

資本金 3,537 3,537

資本剰余金 5,395 5,395

利益剰余金 31,252 31,550

自己株式 △1,027 △1,027

株主資本合計 39,157 39,456

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 23 44

少数株主持分 － －

純資産合計 39,181 39,500

負債純資産合計 113,966 139,880
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 28,046

売上原価 21,706

売上総利益 6,339

販売費及び一般管理費 ※
 4,355

営業利益 1,984

営業外収益

受取利息 64

違約金収入 422

匿名組合投資利益 116

その他 58

営業外収益合計 662

営業外費用

支払利息 1,152

その他 113

営業外費用合計 1,266

経常利益 1,380

特別利益

貸倒引当金戻入額 6

特別利益合計 6

特別損失

固定資産除却損 1

固定資産売却損 0

たな卸資産評価損 84

特別損失合計 86

税金等調整前四半期純利益 1,300

法人税、住民税及び事業税 681

法人税等調整額 170

法人税等合計 852

少数株主利益 －

四半期純利益 448
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 8,401

売上原価 7,167

売上総利益 1,233

販売費及び一般管理費 ※
 1,298

営業損失（△） △64

営業外収益

受取利息 13

違約金収入 2

匿名組合投資利益 28

その他 15

営業外収益合計 61

営業外費用

支払利息 366

その他 20

営業外費用合計 387

経常損失（△） △390

特別利益

貸倒引当金戻入額 1

特別利益合計 1

特別損失

固定資産除却損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純損失（△） △390

法人税、住民税及び事業税 △12

法人税等調整額 73

法人税等合計 61

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △451
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,300

減価償却費 259

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △215

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18

受取利息及び受取配当金 △67

匿名組合投資損益（△は益） △116

支払利息 1,152

たな卸資産評価損 84

有形及び無形固定資産除却損 1

有形固定資産売却損益（△は益） 0

売上債権の増減額（△は増加） 741

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,870

その他の資産の増減額（△は増加） 182

未収消費税等の増減額（△は増加） 292

仕入債務の増減額（△は減少） △11,089

その他の負債の増減額（△は減少） △1,173

未払消費税等の増減額（△は減少） △5

小計 △791

利息及び配当金の受取額 71

利息の支払額 △1,074

法人税等の支払額 △2,105

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,899

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △751

定期預金の払戻による収入 953

有形固定資産の取得による支出 △367

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △6

出資金の分配による収入 35

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △135
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △300

長期借入れによる収入 9,842

長期借入金の返済による支出 △21,295

配当金の支払額 △746

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,534

現金及び現金同等物の期首残高 35,541

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 19,006
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

1．連結の範囲に関する事項の

変更

　第１四半期連結会計期間より、明和リアルネット株式会社は明和総合商事株式会社を

吸収合併したことに伴い、明和地所住宅流通株式会社へ社名変更しております。

　これにより連結子会社の数は４社となっております。

２．会計処理基準に関する事

項の変更

    重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法

によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個

別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損を売上原価に508

百万円、特別損失に84百万円計上しており、営業利益、経常利益はそれぞれ508百万円減

少し、税金等調整前四半期純利益は593百万円減少しております。なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、6,009百万円であ

ります。 　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,805百万円であ

ります。 　

　２  偶発債務 　

　当社顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完了

までの間、金融機関及び住宅金融専門会社等８社に対

し、次のとおり連帯債務保証を行っております。

　２　偶発債務 　

　当社顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完了

までの間、金融機関及び住宅金融専門会社等11社に対

し、次のとおり連帯債務保証を行っております。

         1,312百万円          4,175百万円

※３  四半期連結会計期間末日満期手形 　

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、当第３

四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったた

め、次の四半期連結会計期間末日満期手形が第３四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 　　　　　　　　　　　　－　　　　

　

 支払手形         814百万円          

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

給与手当 1,405百万円

退職給付費用 38百万円

賞与引当金繰入額 23百万円

役員賞与引当金繰入額 55百万円

役員退職慰労引当金繰入額 22百万円

支払手数料 471百万円

広告宣伝費 489百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

給与手当 447百万円

退職給付費用 13百万円

賞与引当金繰入額 23百万円

役員賞与引当金繰入額 18百万円

役員退職慰労引当金繰入額 19百万円

支払手数料 108百万円

広告宣伝費 110百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 19,757 百万円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金

及び担保に供している定期預金 △751 百万円

現金及び現金同等物 19,006 百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　 26,000千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　1,106千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 746  利益剰余金 30平成20年３月31日平成20年６月30日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
不動産販売
事業

（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益                         

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 6,905 474 1,021 8,401 － 8,401

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 21 157 179 (179) －

計 6,905 496 1,179 8,580 (179) 8,401

営業利益又は営業損失（△） △172 229 101 158 (222) △64

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
不動産販売
事業

（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益                         

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 23,579 1,439 3,027 28,046 － 28,046

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 77 729 806 (806) －

計 23,579 1,516 3,756 28,853 (806) 28,046

営業利益 1,685 686 234 2,607 (622) 1,984

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は売上集計区分によっております。

２．各事業の主な内容

不動産販売事業……マンション等の開発分譲

不動産賃貸事業……不動産賃貸及び付随業務

その他事業……不動産管理、住設企画販売、金融関連、広告宣伝、不動産管理請負、人材派遣事業

３．会計処理の方法の変更 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の不動産販売事

業における営業利益は508百万円減少しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はないため該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,573.93円 １株当たり純資産額 1,586.76円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 18.00円 １株当たり四半期純損失金額 18.14円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半

期純損失金額
  

四半期純利益または四半期純損失（△）　　　　　　　　

　（百万

円）

448 △451

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
448 △451

期中平均株式数（千株） 24,893 24,893

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年2月12日

明和地所株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 斉藤　一昭　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　雅之　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 武内　清信　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和地所株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和地所株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　　

　　　　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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